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令和元年度
山口県医師会有床診療所部会 第 1回役員会

と　き　令和元年 7月 4日（木）　15：00 ～ 16：00

ところ　山口県医師会 6階会議室
[ 報告 : 山口県医師会有床診療所部会会長　正木　康史 ]

　伊藤県医師会理事の司会により開会した。

挨拶
正木　来年度は診療報酬改定の年であるが、この
5月に次年度診療報酬改定要望の取り纏めを行っ
たところである。次年度診療報酬改定の重点項目
は「①地域包括ケアシステムの構築」と「②働き 
方改革」であり、要望内容もそれに沿った項目、 
かつ有床診療所に大きく関わる項目を取り上げた。
また、この 10月には消費税引上げも予定されて
おり、今回も消えてなくなる可能性のある加算項
目への上乗せではなく、基本診療料（初・再診料、
入院基本料）に加算されるが、前回引上げ（5→ 
8％）の際、有床診療所入院基本料への上乗せが
十分でなかったことが判明しており、今回の引上
げ（8→ 10％）では前回不足分の上乗せもなさ
れることになっている。現在、働き方改革の推進
が叫ばれていて、その関連法も順次施行されてき
ており、この 4月より「5日間の有給休暇の強制
取得」、「時間外労働の制限」が施行されているが、
さらに来年 4月から「正規労働者と非正規労働
者の不当な待遇格差の解消」も施行される（100
人未満の中小企業は再来年の 4月より）。本日は

平成 30 年度の事業報告（案）、令和元年度の事
業計画（案）についてのご協議をよろしくお願い
する。

議題
1. 平成 30 年度事業報告（案）について
　この秋開催予定の部会総会に諮った後に詳しく
報告するが、主な事業として、県医師会関係では、
年 1回の総会（平成 30年 10 月 25 日）、年 2回
の役員会（平成 30 年 7月 12 日、10 月 25 日）、
第 31回全国有床診療所連絡協議会総会「山口大
会」の引受け（平成 30年 7月 28 ～ 29 日）、全
国有床診療所連絡協議会関係では、4回の役員会、
3回の常任理事会、日医執行部との懇談会、自民
党「有床診療所の活性化を目指す議員連盟」会議、
「有床診療所の日」記念講演会への出席など行っ
た。全国有床診療所連絡協議会中国四国ブロック
会関係では、岡山での役員会・総会（平成 31年
1月 27 日）に出席した。また、全国有床診療所
連絡協議会の推薦により正木が日医社会保険診療
報酬検討委員会委員及び全国有床診療所連絡協議
会常任理事に就任した。
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2. 令和元年度事業計画（案）について
　事業計画（案）として、部会の総会と年 2回
の役員会の開催、第 32回全国有床診療所連絡協
議会「群馬大会」、中国四国ブロック会総会や全
国有床診療所連絡協議会役員会への参加などを予
定している。また、正木が日医社会保険診療報酬
検討委員会へ出席し、必要な情報はいち早く部会
員に伝達する。

3. 令和元年度総会について
　令和元年度総会は令和元年 9月 19日（木）に
県医師会において 15 時 30 分から開催すること
を決定した。平成 30年度事業報告、令和元年度
事業計画などの協議を行う予定である。

4.  2020 年度診療報酬改定について
　次年度（2020 年度）の診療報酬改定の要望に
対して、11 の全国協議会より 60 項目の要望を
上げていただき、全国有床診療所連絡協議会とし
ての取り纏めをこの5月に行い、日医へ提出した。
次回診療報酬改定の重点項目は「地域包括ケアシ
ステムの構築」と「働き方改革」であり、それに
呼応し、かつ有床診療所に関連した要望項目とし
ている。
　①重点：有床診療所入院初期加算の名称変更と
　　　　　点数・日数の引上げ
　②重点：有床診療所入院基本料の点数の引上げ

　③重点：医師配置加算の点数の引上げ
　④夜間看護配置加算の点数の引上げ
　⑤看護配置加算の点数の引上げ
　⑥看護補助配置加算の点数の引上げ
　⑦有床診療所医師事務作業補助体制加算の新設
　⑧診療情報提供料の要件の見直し
　⑨入院中の患者の他医療機関への受診について
　　の取扱い（減算）の見直し
　⑩入院時食事療養費・生活療養費の引上げ

5. その他
　本年度の 4月 11 日（木）と 6月 20 日（木）
には自民党「有床診療所の活性化を目指す議員連
盟」総会が開催され、診療報酬改定要望、働き方
改革に伴う諸問題や火災対策の合理化に向けた提
案等のご協議をいただき、関係各省庁への働きか
けを行っている。また、6月 26 日（水）には自
民党議員連盟より厚生労働大臣へ提言書「①診療
報酬上の対応、②病床機能強化、③医業承継税制、
④看護、介護職員（外国人人材を含む）の確保支
援」を手交していただいた。


